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１．兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）のこれまでの経緯
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計画策定（令和２年３月）

計画改訂
（１回目：令和５年１２月）

計画改訂
（２回目：令和６年１２月）

・南海トラフ地震を対象とした計画を策定
・対象地域は阪神淡路地域
・啓開ルート及び主要拠点を設定
・その他連絡体制、作業計画等を記載

・主要拠点の一部見直し
・その他記載の追記・変更（情報共有システ
ムの活用、緊急通行車両及び規制除外車
両届出の推進、等）

・主要拠点の一部見直し
・道路啓開計画の適用基準を明記
・通信途絶時の連絡体制・参集拠点の記載
・自衛隊との連携（海からの啓開）を記載
・雪害における道路啓開を記載



２．兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案） 目次
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１．前提条件

１－１．本計画の位置づけ … １

１－２．本計画の対象地震 … ２

１－３．対象エリアの設定 … ３

２．基本的な考え方

２－１．総則 … ４

２－２．兵庫県域の被災想定 … ５

２－３．道路啓開の概要 … ６

２－４．啓開ルート計画の考え方 … ８

２－５．道路啓開の目標 … １０

３．啓開ルート計画

３－１．主要拠点の選定 … １２

３－２．啓開ルートの選定 … ２３

４．情報収集・連絡・連携

４－１．指示連絡系統 … ６０

４－２．啓開計画の適用基準 … ６４

４－３．情報収集・連絡手段の

確保及び運用方法 … ６７

５．啓開作業計画

５－１．発災時の行動計画 … ８０

５－２．道路啓開の作業要領 … ８４

５－３．道路啓開の手順 … ８５

５－４．人員・資機材、燃料等の

備蓄・調達計画 … ９４

５－５．関係機関の役割分担 … １０７

５－６．道路啓開の担当割付 … １０８

５－７．事前準備 … １０９

５－８．訓練の実施 … １１２

６．雪害における道路啓開 … １１４

７．火山災害における道路啓開 … １１９

管理者別道路啓開図 … １２１

現行計画の赤枠部分について、
道路啓開計画ガイドライン【地震・津波編】
の１号～８号を踏まえ、更新を図る

兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）（令和6年12月）
URL:https://www.kkr.mlit.go.jp/road/strategy/kyogikai/copy_of_ok0bp100000028vf.html



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について
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 道路啓開計画が法定化されたことを踏まえ、国土交通省道路局は道路啓開計画ガイドライン（R7.7）を公表。
 道路啓開計画に記載すべき事項が整理されており、府県版道路啓開計画はこのガイドラインに即することが必要。
（近畿管内においては、府県版道路啓開計画への対応は令和8年度に予定されている）

表：道路啓開計画で定める事項
ガイドラインに即して整理すべき内容

道路啓開計画で定める事項
（法定化）

 啓開計画を策定する上で対象とする災害①対象災害

 防災拠点等へのアクセス確保目標（時間）②啓開目標

 アクセス確保目標を達成するために優先的に啓開を行う路線・
区間の設定

 管理者を越えて実施する啓開の区間・役割分担 等
③優先啓開路線・区間

 啓開を実施するための手順
 啓開を行う建設業者等の割付け 等

④啓開方法

 啓開に必要となる資機材
 道路管理者、災害協定会社が保有する資機材及び備蓄場所
 不足する場合の地域外からの調達方法

⑤資機材の備蓄・調達

 啓開の実効性を向上させる実践的な訓練の実施⑥訓練の実施

 被災状況・啓開進捗状況等の情報収集・共有・伝達の方法（関
係機関含む）

⑦情報収集・伝達

 災害対応の実績を踏まえた定期的な計画の見直し 等⑧その他、必要な事項



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 対象となる災害については、これまでの検討内容を踏まえ、「兵庫県 南海トラフ巨大地震津波被害想定」（平成２６
年６月兵庫県公表）を採用。 これまでの阪神淡路地域から兵庫県全域に拡大。

①対象となる災害について１

兵庫県 （H26）内閣府 （H24）

南海トラフ巨大地震
（陸側）

南海トラフ巨大地震
（陸側）

地震名

M9.0M9.0地震の規模

約6,100ha約1,900ha浸水面積

出典）兵庫県南海トラフ巨大地震津波被害想定（平成26年6月兵庫県公表）
※南海トラフ巨大地震の想定震源断層域は、現時点の最新の科学的知見に基づき、発生しうる最大クラスの地震・津波を推計するために、設定されたもの。

浸水深
5.0m 以上
4.0m ～ 5.0m 未満
3.0m ～ 4.0m 未満
2.0m ～ 3.0m 未満
1.0m ～ 2.0m 未満
0.3m ～ 1.0m 未満
0.3m 未満

※四捨五入により浸水面積、全体比率の合計が一致しない

全体比率（％）浸水面積（ha）市町名地域名

261,586神戸市

阪神

16981尼崎市

15911西宮市

179芦屋市

583,557合計

4215洲本市

淡路
16964南あわじ市

3167淡路市

221,346合計

024明石市

播磨

017加古川市

186高砂市

03播磨町

4276姫路市

184相生市

4259たつの市

8489赤穂市

201,238合計

1006,141全体
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３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 直下型地震について、発生確率が高い山崎断層帯地震を対象とする。

①対象となる災害について２
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▼山崎断層帯地震の震度分布 ▼山崎断層帯地震の液状化分布

出典：兵庫県の地震被害想定（内陸型活断層）（兵庫県HP）



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 各種計画を踏まえ、道路啓開の対象となる拠点を選定。
 発災から概ね７２時間以内の道路啓開の完了を目標。

 兵庫県の道路ネットワークの状況を踏まえ、啓開の優先順について、広域支援ルート（発災から概ね２４時間以内
の啓開を目標）、被災地進出ルート（発災から概ね48時間以内の道路啓開を目標）、被災地内ルート（概ね72時間
以内の道路啓開を目標）の３つを検討。

②道路啓開の目標、③優先的に道路啓開を実施する路線・区間について

出典：道路啓開計画ガイドライン【地震・津波編】令和７年７月 6



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 地震発生から72時間までに、道路管理者及び関係者が実施すべき事項について、
役割分担を明確にしてタイムラインを作成。

 広域支援ルート（発災から概ね２４時間以内の啓開を目標）、被災地進出ルート（発災から概ね48時間以内の道路
啓開を目標）、被災地内ルート（概ね72時間以内の道路啓開を目標）の３つのステップを検討。

④啓開方法

■タイムラインの検討イメージ

7出典：兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）（令和6年12月）



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 被災想定を踏まえ、道路啓開に必要な資機材の量について、近畿ブロックでの統一した考え方に基づき算出。
 道路啓開の目標を踏まえ、必要な作業班の編成数について検討。

⑤資機材の備蓄・調達

■必要資機材量の算出フロー（例）

出典：近畿道路啓開計画 地震・津波編（令和８年３月）

8



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 被災状況や道路啓開作業の進捗状況等について、関係機関で情報収集・共有・伝達を行うにあたり、情報共有シ
ステム等を活用した実践的な訓練など、実効性のある訓練計画を立案。

⑥訓練の実施

■情報共有システム画面のイメージ ■情報伝達訓練のイメージ
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３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 各道路管理者からの情報を、近畿地整及び兵庫県災害対策本部で集約。

 政府緊急現地対策本部、近畿地整及び兵庫県災害対策本部で調整・指示し、国道事務所・兵庫県・関係市の連携
により、啓開作業を実施する『啓開ルート』を決定。

⑦情報収集・伝達

〇関係機関の応援・協力体制のイメージ

災害対策本部
政府（各省庁）

国交省
（本省）

調整

決定

政府緊急現地
対策本部

防衛省

師団

駐屯地

連携

兵庫県
災害対策本部

調整
要請

兵庫国道事務所
兵庫県
各県民局・
県民センター

連携

連携

建設業団体各支部・
神戸市建設協力会等

指示調整

関係市

●道路管理者実施内容
■情報提供 ■啓開指示・要請 ■応援調整

連携 連携

連携

指示

●災害協定業者実施内容
■巡回・点検 ■資機材・人員確保 ■道路啓開

調整

近畿地整
災害対策本部 指示

調整

調整
調整

必要に応じて調整

必要に応じて調整

調整

連携

阪神高速道路
株式会社
本社

(災害対策本部)

阪神高速道路
株式会社
神戸管理部

NEXCO
西日本
本社

（災害対策本部）

NEXCO
西日本
関西支社

（災害対策本部）

NEXCO
西日本

NEXCO
西日本
ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

調整

調整

調整

指示

指示

指示

本州四国
連絡高速道路
株式会社
本社

(災害対策本部)

本州四国
連絡高速道路
株式会社

警察・消防

港湾
管理者等

道路管理者間、道路管理者か
ら建設業者等への指示系統の
一本化

関西電力送配電・
NTT等

連携

調整

決定

第二神明
道路事務所

神戸高速
道路事務所

大阪高速
道路事務所

神戸管理
センター

鳴門管理
センター

指示調整

連携※

※自衛隊活動場所は、
自衛隊と兵庫県災害対
策本部との調整により決
定する。

10出典：兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）（令和6年12月）



３．道路啓開計画の法定化を受けた対応について

 道路啓開計画の策定及び見直しのために、道路法（昭和27年法律第180号）第22条の3に基づく道路啓開計画を
策定する組織として、兵庫県道路啓開計画策定協議会を設置。

 道路啓開計画のスパイラルアップするための計画的な見直しの計画を検討する。

⑧その他、必要な事項

■兵庫県道路啓開計画策定協議会 名簿
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備考役職機関名

会長土木部長兵庫県

副会長事務所長兵庫国道事務所

副会長事務所長豊岡河川国道事務所

副会長事務所長姫路河川国道事務所

副会長建設局長神戸市

道路情報管理官近畿地方整備局 道路部

道路保全課長兵庫県 土木部

保全課長兵庫県道路公社 技術部

管理課長神戸市道路公社 道路管理部

保全ｻｰﾋﾞｽ統括課長
西日本高速道路（株）関西支社
保全ｻｰﾋﾞｽ統括事業部

所長
西日本高速道路株式会社関西支社
神戸高速道路事務所

所長
西日本高速道路株式会社関西支社
福崎高速道路事務所

所長
西日本高速道路㈱ 関西支社
姫路高速道路事務所

所長
西日本高速道路（株）関西支社
第二神明道路事務所

所長
西日本高速道路株式会社 関西支社
福知山高速道路事務所

防災・危機管理室長阪神高速道路（株）保全交通部

副所長
本州四国連絡高速道路（株）
神戸管理センター

副所長
本州四国連絡高速道路株式会社
鳴門管理センター

交通規制課兵庫県警察 本部 交通部

災害対策課兵庫県警察 本部 警備部

備考役職機関名

姫路駐屯地司令陸上自衛隊 中部方面特科連隊

警防課長神戸市 消防局 警防部

会長（一社）兵庫県建設業協会

兵庫地域委員長
（一社）建設コンサルタンツ協会
近畿支部

会長（一社）兵庫県測量設計業協会

業務推進課長（一社）日本自動車連盟 関西本部

兵庫支部長
（一社）日本建設機械レンタル協会
関西ﾌﾞﾛｯｸ

支部長（一社）日本機械土工協会 近畿支部

配電グループ チーフマネジャー関西電力送配電株式会社 神戸本部

設備部 災害対策室 次長NTT西日本株式会社 兵庫支店

神戸市 水道局 技術企画課長（公社）日本水道協会兵庫県支部事務局

事務局長（一社）日本ｺﾐｭﾆﾃｨｰｶﾞｽ協会

兵庫事業部長大阪ｶﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

防災室長近畿地方整備局

災害対策課長兵庫県 危機管理部

課長（計画担当）神戸市 危機管理局 防災企画課

事務所長近畿地方整備局 神戸港湾事務所

港湾課長兵庫県 土木部

課長（防災担当）神戸市 港湾局 海岸防災課

所長神戸港管理事務所



４．令和８年度の検討のスケジュールについて

 令和８年度中の道路啓開計画（案）の公表に向けて、協議会及びWGにて各項目の検討・承認を行う。
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（今回）

令和８年７月１日 第１回兵庫県道路啓開計画策定協議会の開催
兵庫県道路啓開計画策定協議会規約の提示

ワーキンググループで実務的な検討を実施
※実務者レベルで構成予定
※今後、各機関と調整し担当者を設定

第２回兵庫県道路啓開計画策定協議会の開催（中間報告）
兵庫県道路啓開計画（素案）の提示

令和８年度内目標
第３回兵庫県道路啓開計画策定協議会の開催

改正道路法に基づく兵庫県道路啓開計画（地震・津波編）
の策定・公表

令和８年内目標
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